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令和７年度事業計画書 

一般社団法人日本医療安全調査機構（以下「当機構」という。）は、定款第 48

条の規定に基づき、医療法第 6 条の 18 に掲げる医療事故調査・支援センターが行

うこととされている調査等業務（以下「センター業務」という。）等について、

事業計画を次のとおり定める。 

令和７年４月１日 

一般社団法人 日本医療安全調査機構 

代表理事  門脇 孝 

Ⅰ.医療事故調査・支援センターとしての事業 

１．事業の概要 

当機構が行うセンター業務の内容は、以下のとおりとする。ただし、(７)の

業務を行う場合には、予めその内容について厚生労働省と協議するものとす

る。 

なお、これらの業務の一部を医療法第 6 条の 11 第 2 項に規定される医療事

故調査等支援団体（以下「支援団体」という。）に委託することがある。 

（１）医療機関の院内事故調査の報告により収集した情報の整理及び分析を行う

こと。

（２）院内事故調査の報告をした医療機関の管理者に対する情報の整理及び分析

の結果報告を行うこと。 

（３）医療機関の管理者が医療事故に該当するものとして医療事故調査・支援セ

ンターに報告した事例について、医療機関の管理者又は遺族から調査依頼が

あった場合の調査（以下「センター調査」という。）の実施及びその結果の

報告を行うこと。 

（４）医療事故調査に従事する者に対し、医療事故調査に係る知識及び技能に関

する研修を行うこと。

(５）医療事故調査の実施に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び支援を行

うこと。 

（６）医療事故の再発の防止に関する普及啓発を行うこと。

（７）その他医療の安全の確保を図るために必要な業務を行うこと。
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２．事業実施に係る委員会等の運営 

（１）医療事故調査・支援事業運営委員会を開催し、センター業務の活動方針の

検討及び活動内容の評価を行う。

（２）総合調査委員会を開催し、事例毎にセンター調査における調査方針を検討

するとともに、センター調査報告書の審議を行う。また、本委員会において

調査する事例毎に、「個別調査部会」を設置・開催し、同部会において、当

該事例に係るセンター調査報告書案を作成する。 

（３）再発防止委員会を開催し、再発防止に向けた提言書（警鐘レポートを含む、

以下同じ）の課題を検討するとともに、同提言書の審議を行う。また、本委

員会において提言する再発防止策の検討課題毎に、「専門分析部会」を設置・

開催し、同部会において、院内調査報告書により収集した情報を整理・分析

し、医療機関の体制・規模等に配慮した再発防止に向けた提言書案を作成す

る。 

（４）これまでの事業運営の経過を踏まえ、より円滑な事業運営を行うため、必

要に応じ委員会等の設置等を検討する。なお、設置にあたっては、事前に厚

生労働省と協議する。 

３．相談業務の実施 

院内事故調査の実施に関する医療機関からの相談について、円滑な相談業務

が図られるよう、これまでの相談の経験を踏まえ、引き続き丁寧な対応に努め

る。 

また、遺族等からの相談に対する対応の改善を図るため、遺族等から相談が

あった場合は、医療安全支援センターを紹介するほか、遺族等からの求めに応

じて、相談内容等を医療機関の管理者に伝達する。

４．センター調査の実施 

総合調査委員会等を開催し、センター調査の適正かつ確実な実施に努める。

また、必要に応じ、センター調査実施要領の見直し等を行うとともに、こ

れまでのセンター調査の経過を踏まえ、より円滑なセンター調査の実施に努め

る。
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５．再発防止策の策定 

再発防止委員会等を開催し、医療機関の管理者の同意を得て、必要に応じて、

院内調査報告書の内容に関する確認・照会等を行うとともに、再発防止委員会

等を開催して、院内事故調査の個々の事例報告を体系的に整理・分析し、複数

の事例分析から見えてきた知見などにより、再発防止策に向けた提言書を策定

する。 

６．再発防止に関する普及啓発 

再発防止委員会等において検討し、策定した再発防止策に向けた提言書につ

いて、印刷物又は Web 上のシステム等によって医療関係機関及び医療従事者等

へ情報提供し、普及啓発を行う。さらに、医療事故の再発防止に向けた提言内

容の一層の普及啓発に向けた効果的な周知方法について検討する。また、情報

提供した再発防止策がどの程度医療機関に浸透し、活用されているか等につい

ての調査・検証を行う。 

７．医療事故調査に係る知識及び技能に関する研修の企画立案及び実施 

医療事故調査に従事する者（医療機関職員、支援団体職員、機構職員等）に

対し、前年度の実施状況や研修結果アンケート等を踏まえ、下記の研修を実施

する。 

（１）医療機関の職員を対象とした研修

科学性、論理性、専門性を伴った院内事故調査を行うための知識等を習得

する研修。 

（２）支援団体の職員を対象とした研修

専門的な支援に必要な知識等を学ぶ研修

（３）機構職員等を対象とした研修

センターの業務（制度の理解、相談窓口業務、医療機関への支援等）を円

滑に遂行するための研修 

（注）(１)及び(２)の事業については、支援団体へ業務委託する。なお、委託

を行うにあたっては、事前に厚生労働省と協議する。 

８．医療事故調査制度の広報・周知 

医療機関及び国民等を対象として、医療事故調査制度の概要、医療事故調査・
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支援センターの役割及び医療事故報告・相談方法等に係る広報・周知を、世界

患者安全の日や医療安全推進週間等の機会を含め実施するとともに、メール配

信サービス「an なび」や「公式 LINE」を用いた広報等もより充実させる。 

９．生成 AI を用いた医療事故調査報告書分析・実践研修事業の実施

院内調査報告書の整理・分析やセンター調査報告書の作成等の過程におい

て、専門家等による分析の補助となる生成 AI を開発・活用し、これらの業務を

効率化し医療事故の再発防止に関する普及啓発の充実を図る。

また、生成 AI を活用して医療機関における院内調査の実施及び報告書作成

上の課題を抽出し、課題に立脚した実践的研修を行い、医療機関における院内

調査の向上を図る。

１０．医療事故調査等支援団体との連携及び支援団体等連絡協議会(中央協議会)

への参画 

支援団体と円滑な制度の運用に係る連携を図る。また、支援団体等連絡協議

会(中央協議会)に参画し、医療事故調査制度の円滑な運用に資するため、必要

な情報の提供等を行う。 

１１．患者安全の国際展開への関与 

医療安全に関する国際的な会議等の場を、日本における「医療事故調査制

度」を世界に向け情報発信する機会ととらえ、厚生労働省と協議のうえ、当

該会議等への参加を含め必要な対応を行う。 

１２．職員の体制整備 

調査等業務には一定の知識・技能等が含まれることを踏まえ、センター業

務の遂行に際して必要な知識・技能の習得等人材育成に引き続き努めるとと

もに、その対応に必要な人材を確保していく。必要に応じ、厚生労働省と協

議のうえ体制整備に努める。

１３．情報管理及び情報システムの検証等 

センターが保有する情報資産の安全・信頼を確保するため、引き続き、セ

キュリティ関係の研修など全職員の情報管理に対する意識の保持等を図る

とともに、より一層情報管理を徹底する。 
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また、必要な情報システム等の検証を行い改善等に努める。 

１４．備品及び設備等の整備 

センター業務の遂行に必要とする備品及び設備等を整備する。

１５．法令等の遵守 

業務の実施にあたっては、 

・医療法等の関係法令

・「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律の一部の施行（医療事故調査制度）について」 

（平成 27 年 5 月 8 日付医政発 0508 第 1 号厚生労働省医政局長通知）

・「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について」

（平成 28 年 6 月 24 日付医政発 0624 第 3 号厚生労働省医政局長通知） 

・「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴う留意事項等について」 

（平成 28 年 6 月 24 日付医政総発 0624 第 1 号厚生労働省医政局総務課長通知） 

を遵守するとともに、医療法第 6 条の 18 に規定されている業務規程及び収支

予算書に基づくものとする。

Ⅱ.日本医療安全調査機構としての事業 

医療事故調査制度施行 10 年を見据えて、制度運用の検証や当機構の組織及

び支援の在り方等について検討するため、昨年度に理事会の下に設置した「医

療安全の更なる向上を目指す検討会」について、本年１０月を目途に報告書

を取りまとめ、必要な取り組みを行う。
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